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　9 月末から 10 月にかけて、3 件の興味
深いコンべンションが開催され忙しい 1 か
月になった。
　1 件は、国際宇宙連盟（International 
Astronautical Federation：IAF） が
主催する 「国際宇宙会議（International 
Astronautical Congress 2025：IAC 
2025）」で、9 月 29 日から 10 月 3 日
までオーストラリアのシドニーで開催され
た。第 76 回を数える歴史のあるコンベ
ンションで、今回、日本からは宇宙航空研
究開発機構（JAXA）の共同出展エリアに
シャープ、ダイモン、アークエッジ・スペー
ス、BULL、日本低軌道社中、インフォス
テラ―、ロケットリンク テクノロジー、古
河電機工業など 11 社が出展した。
　シャープは、同社が開発した最新の宇宙
用薄膜化合物太陽電池を前面に押し出して
売り込んだ。フィルムシートタイプ、ガラ
スシートタイプ、ガラス封止セルタイプの
3 種で、フィルムシートタイプは 2024
年 1 月に打ち上げられた JAXA の小型月
着 陸 実 証 機「SLIM（Smart Lander for 
Investigating Moon）」に搭載された実績
を誇る。
　ダイモンは、今年 3 月に世界初となる月
のクレーターの撮影に成功した「YAOKI」
のフライトモデルを出展した。「YAOKI」は、
超小型、超軽量ながら高強度を備えた探査
車ロボットである。
　アークエッジ・スペースは、小型衛星の
設計・開発・利用に関する同社の取り組み
を詳しく説明し、宇宙データを活用した農
業、防災、環境モニタリング、水資源管理
などへの応用を PR した。また、今回のハ
イライトとして 10 月 3 日にアフリカ諸国
とアフリカ全域における宇宙データと宇宙
技術の活用を促進する覚書に調印している。
具体的には、今回覚書に調印した諸国を中
核とした衛星データ活用の拠点づくりを進

め、アフリカの持続可能な発展と人材育成
に貢献するという。
　BULL 社（本社：栃木県宇都宮市）は、
同社が開発中の宇宙デブリ化防止装置

「HORN」に関して 2 件の戦略的提携を発
表して関心を呼んだ。一件はフランスのア
リアンスペース社との提携で、もう一件
はインドの XDLINKS Space Labs との
Post Mission Disposal 事業の推進であ
る。「HORN」は、ロケットや衛星がミッショ
ンを終了した後に扇状の構造物を展開して、
大気抵抗によるブレーキ力を利用すること
で大気圏に突入させるシステムである。
三井物産の子会社の日本低軌道社中は、米
国の民間宇宙ステーションに接続するモ
ジュールと補給船の開発に着手しており、
今回の「IFC2025」では、補給船の顧客開
拓に余念がなかった。
　 イ ン フ ォ ス テ ラ ― 社 は、 予 想 通 り

「StellarStation」と呼ぶ同社のクラウド
ベースの宇宙利用地上セグメントサービス
を売り込んだ。様々な宇宙ミッションの用
途に合わせて地上局サービスをカストマイ
ズできるのがセールスポイントである。

「誰でも宇宙で活躍できる社会」を目指すロ
ケットリンク テクノロジ―社（本社：東京
都目黒区）は、LTP（低融点熱可塑性推進
剤）を用いた新しいロケット技術の開発を
行っている。今回の会場では、この低コス
トで使いやすい LTP 技術の普及を図るとと
もに、打ち上げ方式や回収方式の研究状況
を披露した。
　 ア ス ト ロ ス ケ ー ル（Astroscale） 社
は、JAXA の傘の外に独自のブースを構
えて最新の衛星モデルを展示し、かつイン
タラクテイブビデオで同社の業容を解説し
た。ハイライトされた衛星は、商業デブリ
除去実証衛星「ADRAS-J （Active Debris 
Removal by Astroscale-Japan）」で、昨
年 11 月に宇宙空間でデブリから約 15m

の距離まで接近した実績を誇る。また、同
社の Chris Blackerby,　Group COO、は、
10 月 1 日の午後に行われた「ADRAS-J： 
First Encounter with Space Debris」と
題するプレゼンテーションに登壇して注目
を集めた。

　2 件目は、10 月 1 日から 3 日まで東京
ビッグサイトで開催された「危機管理産業
展・テロ対策特殊装備展 2025（RISCON/
SEECAT 2025）」である。中でも注目の

「SEECAT2025（Special Equipment 
Exhibition & Conference for Anti-
Terrorism）」には、エーティコミュニケー
ションズ、日本デジコム、三井物産エアロ
スペースなど約 100 社が出展した。
　エーティコミュニケーションズ社は、
震災対策やテロ対策など危機管理に欠か
せない衛星通信用可搬型平面アンテナ

「Satcube」を前面に押し出し、開発中の
車載型「Satcube Motion」のモックアッ
プも合わせ紹介した。この他、スペインの
インテグラシス（Integrasys）社の電波干
渉除去装置、アメリカのデータパス（Data 
Pass）とフランスのカイラブ（Cailab）
社が共同で開発中の光通信可搬局のモデル
を披露して注目を集めた。
　「どんな時、どんな場所でも繋がれる安心
を」モットーに掲げる日本デジコム社は、
陸上、海上、航空など様々な用途に対応で
きる衛星通信を活用した最適なソリュー
ションを提案し、テロ対策に備えるよう訴
えた。衛星通信以外にも英国の Vocality 社
が開発した緊急時の「Radio over IP」やモ
トローラ社の「WAVE PTX」システムを
紹介した。
　三井物産エアロスペースは、防護対策用
品やセキュリティ製品を紹介して注目を集
めた。具体的には、Teledyne FLIR 社製
地上警備レーダ、AI 搭載サーマルカメラ、

「国際宇宙会議2025」が開催「国際宇宙会議2025」が開催
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モの「痛みの共有による相互理解の深化を
実現するプラットフォーム」が、デジタル
大臣賞には、村田製作所の「AI 時代の信頼
できる音声入力を実現するマスク装置型デ
バイス（Mask Voice Clip）」が輝いた。前
者は、「身体的、心理的な痛みに限らずエン
ターテインメント分野でも可視化されにく
い領域での幅の広い用途が見込める」との
評価を受け、後者は、「製造業や病院といっ
た騒音環境下やマスク着用が必要な状況で
の音声入力の次世代インターフェイスとし
て、その活用性が大きい」と高く評価された。

　　11 月には 4 日から 6 日まで台湾で
Asia Pacifi c Satellite Communications 
Council（本部：韓国ソウル） が主催する

「APSCC 2025」会議・展示会が開催され
る。プログラムを見るとアジア太平洋圏最
大のこのコンベンションには、日本のスカ
パー JSAT、三菱重工業、アストロスケール、
Star Signal Solutions、スペースコンパス。
ワープスペースなどが参加を表明している。
　 ス カ パ ー JSAT の You Shimizu シ
ン ガ ポ ー ル 支 店
長 は、ABS 社
の Mark Gigolle 
CEO、KT Sat 社
の Danie l  K im 
V P 、 T h a i c o m
社 の T o m 
Jinamornphongs 
V P 、 T e l k o m 
Satelit Indonesia
社 の Anggoro 
Widiawan CTO
と 共 に「New 

Naoakira Kamiya
衛星システム総研　代表

日本衛星ビジネス協会　前理事　

Ambitions of Regional Satell ite 
Operators」のセッションに登壇する。
　三菱重工業の Kazuya Yufu, Director 
of Launch Services and Manager of 
Global Business Development は、

「Heavy-Lift Power, Large Launch 
Vehicles」 の セ ッ シ ョ ン に、 ア リ ア ン
スペース、ブルーオリジンの代表と共に
出席する。興味深いのは、この「Large 
Launch Vehicle」のセッションに加えて

「Small Launch Vehicles」のパネルが用
意されており、こちらの方にはニュージー
ランドの Rocket Lab 社、ドイツの Isar 
Aerospace 社、フランスの MaiaSpace
社が名前を連ねている。Locket Lab 社は、
日本の Synspective 社や iQPS 社の衛星
の打ち上げを請け負っておりよく知られた
事業者である。

Peak Beam System 社の強力サーチライ
トなどが挙げられる。 
　変わったところでは、東北エンタープラ
イズ社（福島県いわき市）が、「SPOT」と
名付けたロボットの実演デモを行った。階
段を上り下りしたり、アームで不審物を拾っ
て確認したり、サーマル画像を撮影したり
できる優れものである。
　なお、「SEECAT 2025」の来場者数は、
7535 人で昨年の 7488 を超えた。

　3 件 目 は、10 月 14 日 か ら 17 日
まで千葉市の幕張メッセで開催された

「CEATEC 2025」（主催：電子情報技術産
業協会）である。「Innovation for all」をテー
マに掲げた会場には、810 社・団体が出展
した。今回の企画展示の特色としては、AX

（AI Transformation）パーク、パートナー
ズ＆グローバルパーク、ネクストジェネレー
ションパークと名付けた 3 つのエリアの設
定が挙げられる。AX パークで象徴される
ように、今回の「CEATEC」の支配的なテー
マは AI と言ってよい。
　展示とコンファランスに加えて、今年も
恒例の「CEATEC AWARD」が発表され、
シャープの「小型低軌道周回衛星向け電子
制御式フェーズドアレイアンテナ搭載ユー
ザー通信端末試作機（Ka バンドと Ku バン
ドに対応）」が総務大臣賞を受賞した。衛星
通信関連の製品が脚光を浴びるのは久しぶ
りでうれしい限りであった。選評では、「今
後の社会インフラを支える重要な技術」と
みなされ、「次世代通信規格において日本の
存在感を世界に示すことができる将来性に
富んだ製品」として高く評価された。
　この他、経済産業大臣賞には、NTT ドコ

ハイビジョン伝送・災害・報道・海外派遣

「驚愕の超小型平面アンテナ！」
スタンダードなＳＣＰＣでのＳＮＧモデルに加え２０２０年
７月に新しくスタートしたスカパーＪＳＡＴ社の新サービス
「Ｓａｔ-Ｑ」モデルもラインナップ。お客様の運用にマッチ
した利用が簡単にできます。放送などのＨＤ映像伝送・災害
通信・海外通信・企業のＢＣＰ向けなど幅広く利用可能です。

＜SATCUBEアンテナの特長＞

■47cm x 30cm x 5.5cmビジネスバッグに入ります！
■SCPCモデル・Sat-Qモデル・各種あり
■災害/報道/海外派遣映像音声伝送インターネット接続/ハイビジョン伝送可能
■わずか１分で通信可能組立不要・工具不要
■衛星捕捉は内蔵ディスプレイのアシスト機能で素早く簡単
■航空機持込可能バッテリーで運用可（約３時間運用可能）
■運用中のバッテリー交換可（ホットスワップ対応）
■モバイル中継装置（TVU・Live U・スマテレ等）と連携可

エーティコミュニケーションズ株式会社 〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷3-55-14
TEL：03-5772-9125  http://www.bizsat.jp

アストロデザインは、危機管理産業展 RISCON TOKYO2025
折り畳み式 135 インチ LED ディスプレイ、無線伝送式監視カ
メラソリューション（10 台分）、WiFi 監視・サーバシステム一式、
ポータブルバッテリーなど、いずれも停電時などに運用可能なシ
ステムを提案していた。

エーティコミュニケーションズは、テロ対策特殊装備展（SEECAT 2025）で、震災対策やテロ対策など危機管理に欠かせな
い衛星通信用可搬型平面アンテナ「Satcube」を前面に押し出し、開発中の車載型「Satcube Motion」のモックアップも合
わせ紹介した。携帯型 X バンド　衛星通信端末「SGo Pack」を展示。この他、スペインのインテグラシス（Integrasys）社
の電波干渉除去装置、アメリカのデータパス（Data Pass）とフランスのカイラブ（Cailab）社が共同で開発中の光通信可搬
局のモデルを披露して注目を集めた。
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　9 月末から 10 月にかけて、3 件の興味
深いコンべンションが開催され忙しい 1 か
月になった。
　1 件は、国際宇宙連盟（International 
Astronautical Federation：IAF） が
主催する 「国際宇宙会議（International 
Astronautical Congress 2025：IAC 
2025）」で、9 月 29 日から 10 月 3 日
までオーストラリアのシドニーで開催され
た。第 76 回を数える歴史のあるコンベ
ンションで、今回、日本からは宇宙航空研
究開発機構（JAXA）の共同出展エリアに
シャープ、ダイモン、アークエッジ・スペー
ス、BULL、日本低軌道社中、インフォス
テラ―、ロケットリンク テクノロジー、古
河電機工業など 11 社が出展した。
　シャープは、同社が開発した最新の宇宙
用薄膜化合物太陽電池を前面に押し出して
売り込んだ。フィルムシートタイプ、ガラ
スシートタイプ、ガラス封止セルタイプの
3 種で、フィルムシートタイプは 2024
年 1 月に打ち上げられた JAXA の小型月
着 陸 実 証 機「SLIM（Smart Lander for 
Investigating Moon）」に搭載された実績
を誇る。
　ダイモンは、今年 3 月に世界初となる月
のクレーターの撮影に成功した「YAOKI」
のフライトモデルを出展した。「YAOKI」は、
超小型、超軽量ながら高強度を備えた探査
車ロボットである。
　アークエッジ・スペースは、小型衛星の
設計・開発・利用に関する同社の取り組み
を詳しく説明し、宇宙データを活用した農
業、防災、環境モニタリング、水資源管理
などへの応用を PR した。また、今回のハ
イライトとして 10 月 3 日にアフリカ諸国
とアフリカ全域における宇宙データと宇宙
技術の活用を促進する覚書に調印している。
具体的には、今回覚書に調印した諸国を中
核とした衛星データ活用の拠点づくりを進

め、アフリカの持続可能な発展と人材育成
に貢献するという。
　BULL 社（本社：栃木県宇都宮市）は、
同社が開発中の宇宙デブリ化防止装置

「HORN」に関して 2 件の戦略的提携を発
表して関心を呼んだ。一件はフランスのア
リアンスペース社との提携で、もう一件
はインドの XDLINKS Space Labs との
Post Mission Disposal 事業の推進であ
る。「HORN」は、ロケットや衛星がミッショ
ンを終了した後に扇状の構造物を展開して、
大気抵抗によるブレーキ力を利用すること
で大気圏に突入させるシステムである。
三井物産の子会社の日本低軌道社中は、米
国の民間宇宙ステーションに接続するモ
ジュールと補給船の開発に着手しており、
今回の「IFC2025」では、補給船の顧客開
拓に余念がなかった。
　 イ ン フ ォ ス テ ラ ― 社 は、 予 想 通 り

「StellarStation」と呼ぶ同社のクラウド
ベースの宇宙利用地上セグメントサービス
を売り込んだ。様々な宇宙ミッションの用
途に合わせて地上局サービスをカストマイ
ズできるのがセールスポイントである。

「誰でも宇宙で活躍できる社会」を目指すロ
ケットリンク テクノロジ―社（本社：東京
都目黒区）は、LTP（低融点熱可塑性推進
剤）を用いた新しいロケット技術の開発を
行っている。今回の会場では、この低コス
トで使いやすい LTP 技術の普及を図るとと
もに、打ち上げ方式や回収方式の研究状況
を披露した。
　 ア ス ト ロ ス ケ ー ル（Astroscale） 社
は、JAXA の傘の外に独自のブースを構
えて最新の衛星モデルを展示し、かつイン
タラクテイブビデオで同社の業容を解説し
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除去実証衛星「ADRAS-J （Active Debris 
Removal by Astroscale-Japan）」で、昨
年 11 月に宇宙空間でデブリから約 15m

の距離まで接近した実績を誇る。また、同
社の Chris Blackerby,　Group COO、は、
10 月 1 日の午後に行われた「ADRAS-J： 
First Encounter with Space Debris」と
題するプレゼンテーションに登壇して注目
を集めた。

　2 件目は、10 月 1 日から 3 日まで東京
ビッグサイトで開催された「危機管理産業
展・テロ対策特殊装備展 2025（RISCON/
SEECAT 2025）」である。中でも注目の

「SEECAT2025（Special Equipment 
Exhibition & Conference for Anti-
Terrorism）」には、エーティコミュニケー
ションズ、日本デジコム、三井物産エアロ
スペースなど約 100 社が出展した。
　エーティコミュニケーションズ社は、
震災対策やテロ対策など危機管理に欠か
せない衛星通信用可搬型平面アンテナ
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車載型「Satcube Motion」のモックアッ
プも合わせ紹介した。この他、スペインの
インテグラシス（Integrasys）社の電波干
渉除去装置、アメリカのデータパス（Data 
Pass）とフランスのカイラブ（Cailab）
社が共同で開発中の光通信可搬局のモデル
を披露して注目を集めた。
　「どんな時、どんな場所でも繋がれる安心
を」モットーに掲げる日本デジコム社は、
陸上、海上、航空など様々な用途に対応で
きる衛星通信を活用した最適なソリュー
ションを提案し、テロ対策に備えるよう訴
えた。衛星通信以外にも英国の Vocality 社
が開発した緊急時の「Radio over IP」やモ
トローラ社の「WAVE PTX」システムを
紹介した。
　三井物産エアロスペースは、防護対策用
品やセキュリティ製品を紹介して注目を集
めた。具体的には、Teledyne FLIR 社製
地上警備レーダ、AI 搭載サーマルカメラ、

「国際宇宙会議2025」が開催「国際宇宙会議2025」が開催

20

FDI・2025・11

21

FDI・2025・11

モの「痛みの共有による相互理解の深化を
実現するプラットフォーム」が、デジタル
大臣賞には、村田製作所の「AI 時代の信頼
できる音声入力を実現するマスク装置型デ
バイス（Mask Voice Clip）」が輝いた。前
者は、「身体的、心理的な痛みに限らずエン
ターテインメント分野でも可視化されにく
い領域での幅の広い用途が見込める」との
評価を受け、後者は、「製造業や病院といっ
た騒音環境下やマスク着用が必要な状況で
の音声入力の次世代インターフェイスとし
て、その活用性が大きい」と高く評価された。

　　11 月には 4 日から 6 日まで台湾で
Asia Pacifi c Satellite Communications 
Council（本部：韓国ソウル） が主催する

「APSCC 2025」会議・展示会が開催され
る。プログラムを見るとアジア太平洋圏最
大のこのコンベンションには、日本のスカ
パー JSAT、三菱重工業、アストロスケール、
Star Signal Solutions、スペースコンパス。
ワープスペースなどが参加を表明している。
　 ス カ パ ー JSAT の You Shimizu シ
ン ガ ポ ー ル 支 店
長 は、ABS 社
の Mark Gigolle 
CEO、KT Sat 社
の Danie l  K im 
V P 、 T h a i c o m
社 の T o m 
Jinamornphongs 
V P 、 T e l k o m 
Satelit Indonesia
社 の Anggoro 
Widiawan CTO
と 共 に「New 

Naoakira Kamiya
衛星システム総研　代表

日本衛星ビジネス協会　前理事　

Ambitions of Regional Satell ite 
Operators」のセッションに登壇する。
　三菱重工業の Kazuya Yufu, Director 
of Launch Services and Manager of 
Global Business Development は、

「Heavy-Lift Power, Large Launch 
Vehicles」 の セ ッ シ ョ ン に、 ア リ ア ン
スペース、ブルーオリジンの代表と共に
出席する。興味深いのは、この「Large 
Launch Vehicle」のセッションに加えて

「Small Launch Vehicles」のパネルが用
意されており、こちらの方にはニュージー
ランドの Rocket Lab 社、ドイツの Isar 
Aerospace 社、フランスの MaiaSpace
社が名前を連ねている。Locket Lab 社は、
日本の Synspective 社や iQPS 社の衛星
の打ち上げを請け負っておりよく知られた
事業者である。

Peak Beam System 社の強力サーチライ
トなどが挙げられる。 
　変わったところでは、東北エンタープラ
イズ社（福島県いわき市）が、「SPOT」と
名付けたロボットの実演デモを行った。階
段を上り下りしたり、アームで不審物を拾っ
て確認したり、サーマル画像を撮影したり
できる優れものである。
　なお、「SEECAT 2025」の来場者数は、
7535 人で昨年の 7488 を超えた。

　3 件 目 は、10 月 14 日 か ら 17 日
まで千葉市の幕張メッセで開催された

「CEATEC 2025」（主催：電子情報技術産
業協会）である。「Innovation for all」をテー
マに掲げた会場には、810 社・団体が出展
した。今回の企画展示の特色としては、AX

（AI Transformation）パーク、パートナー
ズ＆グローバルパーク、ネクストジェネレー
ションパークと名付けた 3 つのエリアの設
定が挙げられる。AX パークで象徴される
ように、今回の「CEATEC」の支配的なテー
マは AI と言ってよい。
　展示とコンファランスに加えて、今年も
恒例の「CEATEC AWARD」が発表され、
シャープの「小型低軌道周回衛星向け電子
制御式フェーズドアレイアンテナ搭載ユー
ザー通信端末試作機（Ka バンドと Ku バン
ドに対応）」が総務大臣賞を受賞した。衛星
通信関連の製品が脚光を浴びるのは久しぶ
りでうれしい限りであった。選評では、「今
後の社会インフラを支える重要な技術」と
みなされ、「次世代通信規格において日本の
存在感を世界に示すことができる将来性に
富んだ製品」として高く評価された。
　この他、経済産業大臣賞には、NTT ドコ

ハイビジョン伝送・災害・報道・海外派遣

「驚愕の超小型平面アンテナ！」
スタンダードなＳＣＰＣでのＳＮＧモデルに加え２０２０年
７月に新しくスタートしたスカパーＪＳＡＴ社の新サービス
「Ｓａｔ-Ｑ」モデルもラインナップ。お客様の運用にマッチ
した利用が簡単にできます。放送などのＨＤ映像伝送・災害
通信・海外通信・企業のＢＣＰ向けなど幅広く利用可能です。

＜SATCUBEアンテナの特長＞

■47cm x 30cm x 5.5cmビジネスバッグに入ります！
■SCPCモデル・Sat-Qモデル・各種あり
■災害/報道/海外派遣映像音声伝送インターネット接続/ハイビジョン伝送可能
■わずか１分で通信可能組立不要・工具不要
■衛星捕捉は内蔵ディスプレイのアシスト機能で素早く簡単
■航空機持込可能バッテリーで運用可（約３時間運用可能）
■運用中のバッテリー交換可（ホットスワップ対応）
■モバイル中継装置（TVU・Live U・スマテレ等）と連携可

エーティコミュニケーションズ株式会社 〒151-0051 東京都渋谷区千駄ヶ谷3-55-14
TEL：03-5772-9125  http://www.bizsat.jp

アストロデザインは、危機管理産業展 RISCON TOKYO2025
折り畳み式 135 インチ LED ディスプレイ、無線伝送式監視カ
メラソリューション（10 台分）、WiFi 監視・サーバシステム一式、
ポータブルバッテリーなど、いずれも停電時などに運用可能なシ
ステムを提案していた。

エーティコミュニケーションズは、テロ対策特殊装備展（SEECAT 2025）で、震災対策やテロ対策など危機管理に欠かせな
い衛星通信用可搬型平面アンテナ「Satcube」を前面に押し出し、開発中の車載型「Satcube Motion」のモックアップも合
わせ紹介した。携帯型 X バンド　衛星通信端末「SGo Pack」を展示。この他、スペインのインテグラシス（Integrasys）社
の電波干渉除去装置、アメリカのデータパス（Data Pass）とフランスのカイラブ（Cailab）社が共同で開発中の光通信可搬
局のモデルを披露して注目を集めた。


